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三重県産業廃棄物税制度の検証について（報告） 
１ 趣旨 

循環型社会の構築に向け、産業廃棄物の発生抑制、再生、減量その他適正な処理に係

る施策の財源確保を目的としつつ、産業廃棄物を資源として有効活用し最終処分量を削

減する誘因として機能するような仕組みとして、平成 13 年６月に三重県産業廃棄物税

条例（平成 13 年三重県条例第 51 号）を制定しました。平成 14 年４月の条例施行後、

５年ごとに制度の検証を行ってきており、これまでの成果や課題、社会情勢の変化と技

術の進展を踏まえ、「三重県産業廃棄物税制度に係る検証結果」（最終案）（資料７－２）

をとりまとめました。 

 

２ 税制度の成果と課題 

  発生抑制及び再生の推進について、再生利用の促進や最終処分量の削減に一定の効果

を発揮しましたが、直近の５年間は、横ばいの状況にあります。また、減量その他適正

処理の推進について、管理型最終処分場の残余容量は一定確保することができましたが、

不法投棄は後を絶たない状況です。 

  今後は、資源循環の質の向上を図るため、これまでの発生抑制、再生、減量その他適

正な処理を一層推進するとともに、様々な社会的課題に対応するため、社会情勢の変化

と処理技術の進展を踏まえ、プラスチック対策や食品ロス対策、さらに再生可能エネル

ギーの回収といった地球温暖化対策にも資する施策を推進する必要があります。 

 

３ 税制度の見直し案 

（１）見直しの方向性 

発生抑制、再生、減量その他適正な処理を一層推進するため、課税免除の対象となる

再生施設を追加するとともに、減量化が見込まれる中間処理施設の処理係数を見直しま

す。また、社会的課題の解決に向けて、廃食品等廃棄されるバイオマス資源からのエネ

ルギー回収を促進するとともに、資源循環の質の向上や地球温暖化対策等の使途の充実

及び拡大を図ります。このため、条例の必要な改正を行います。 

なお、納税者、排出事業者及び産業廃棄物処理業者に対し、これまでの成果や課題、

方向性について令和３年 11 月にアンケートを、また、県民の皆さまに対し令和４年１

月から２月にかけてパブリックコメントを実施しました。 

 

（２）見直し内容 

ア 再生の推進 

再生利用が一層進むよう、現状の施設の普及や処理の状況を踏まえ、申請が不要な再

生施設について、法令によりリサイクルの義務化や再生品の利活用の促進等が求められ

ているものを以下のとおり追加します（条例第８条）。 

申請が不要な再生施設 

現行  検証結果（最終案） 

施設の区分  施設の区分 

一 がれき類の破砕施設 

 一 がれき類の破砕施設 

 二 木くずの破砕施設 

 三 発酵施設（メタン発酵施設を除く） 
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イ 減量の推進 

減量化が一層進むよう、着実な処理実績があり、減量化が認められる処理施設につい

て、以下のとおり新たな施設区分と処理係数を追加します（条例第７条）。 

中間処理施設の処理係数 

現行  検証結果（最終案） 

施設の区分 処理係数  施設の区分 処理係数 

一 焼却施設又は脱水施設 ０．１０  一 焼却施設又は脱水施設 ０．１０ 

二 乾燥施設又は中和施設 ０．３０  二 乾燥施設又は中和施設 ０．３０ 

三 油水分離施設 ０．２０  三 油水分離施設  

   又はメタン発酵施設  

四 前三項に掲げる以外の中間処理施設 １．００  四 炭化施設 ０．４０ 

   五 前四項に掲げる以外の中間処理施設 １．００ 

ウ 再生可能エネルギーの回収 

地球温暖化対策にも資する再生可能エネルギーの回収を促進するため、廃食品等廃棄

されるバイオマス資源からメタンガスを回収する施設を、再生施設と同等に課税免除の

対象施設とします（条例第８条）。 

再生可能エネルギー回収施設 

現行  検証結果（最終案） 

施設の区分 回収能力  施設の区分 回収能力 

－ － 

 

一 メタン発酵施設 

107Nm3/トン 

（メタンガス濃度

50％換算） 

エ 使途 

持続可能な循環型社会の構築に向け、さらなる資源の有効活用を推進するため、引き

続き、発生抑制、再生、減量その他適正な処理に取り組むとともに、様々な社会的課題

の解決にも資する取組にも幅広く取り組んでいきます。 

また、資源循環に係る社会情勢の変化と技術の進展に対応し、環境負荷の低減や循環

関連産業が地域と共生し事業が継続できるような支援等、事業の充実を行います。 

地球温暖化対策に資する資源循環を促進するため、熱や電気等のエネルギー回収にも

使途の範囲を拡大します。 

 

４ 課税方法 

 課税方法（課税標準、税率、免税点、徴収方法）については、現行制度により適切に申

告納付がなされ、条例施行から 20 年が経過し制度が定着しており、安定した税財源の確

保が図られていることから、現行制度を継続します。 

なお、納税者等へのアンケート結果において、一部制度の変更要望はあるものの、現行

制度の継続について否定的な意見はなく、一定の理解を得ているものと考えています。 

 

５ 今後のスケジュール 

令和４年６月 改正条例案提出 

令和５年４月 改正条例施行予定 

 

０．２０ 
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２ これまでの産業廃棄物税制度の施行状況と成果 

（１）税収等の推移 

 納税額 
納税者数  

 県内 県外 

H15 年度 132,534 千円 41 者 27 者 14 者 

H16 年度      95,224 千円 33 者 20 者 13 者 

H17 年度      90,436 千円 36 者 18 者 18 者 

H18 年度 245,982 千円 42 者 18 者 24 者 

H19 年度 354,618 千円 51 者 20 者 31 者 

H20 年度 164,417 千円 42 者 22 者 20 者 

H21 年度 246,509 千円 56 者 27 者 29 者 

H22 年度 182,523 千円 43 者 21 者 22 者 

H23 年度 223,201 千円 39 者 15 者 24 者 

H24 年度 153,701 千円 36 者 14 者 22 者 

H25 年度 160,651 千円 45 者 11 者 34 者 

H26 年度 292,124 千円 57 者 12 者 45 者 

H27 年度 295,901 千円 64 者 13 者 51 者 

H28 年度 531,037 千円 91 者 23 者 68 者 

 H29 年度 457,301 千円  87 者 21 者 66 者 
 H30 年度 500,925 千円  90 者 22 者 68 者 
 R 元年度 446,161 千円  99 者 19 者 80 者 
 R2 年度 557,410 千円  118 者 24 者 94 者 



（２）使途の状況 

 

発生抑制等（３Ｒ）, 

969,911 千円, 34%

適正処理（排出事業者）, 

529,527 千円, 18%

適正処理（不法投棄対策）, 

740,702 千円, 26%

適正処理（周辺環境整備）, 

648,241 千円, 22%

執行額合計：2,888,381千円
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発生抑制等（３Ｒ） 適正処理（排出事業者） 適正処理（不法投棄対策） 適正処理（周辺環境整備）



9 7,394 
最大 19,637 

最小 2,029 
66,544 

32 6,921 
最大 20,000 

最小 1,415 
221,480 

41 7,025 ― 288,024 

 

55.5％ 61.1％ 65.8％ 69.7％ 70.2％ 

47.5％ 53.3％ 58.0％ 63.0％ 65.0％ 

※１ ＰＣＢ:Polychlorinated Biphenyl（ポリ塩化ビフェニル）の略称で、水に極めて溶けにくく、沸点が高いなどの物理的性質を有しており、主に油状

の物質で、熱で分解しにくく、不燃性、電気絶縁性が高いなど、化学的にも安定な性質を有している。こうした特性から、変圧器、コンデンサーといった電気

機器をはじめ、幅広い用途に使用されてきた。急性毒性は低いが、⾧期間又は大量に摂取した場合には慢性的な影響として、皮膚・粘膜系へのニキビの

ような吹き出物や皮膚の黒ずみ等の異常をはじめ、肝臓系、神経系、呼吸器系、内分泌系等に様々な症状が出ると言われている。 



神奈川県 452 件 

愛知県 431 件 

埼玉県 419 件 

東京都 401 件 

千葉県 399 件 

三重県 371 件 

 

 

3,710 3,990 3,788 3,455 3,780 

1,931 2,021 1,718 2,274 2,239 

269 303 152 175 273 

0 0 1 0 0 

0 0 0 0 0 

15 14 11 6 17 

5 3 4 6 4 

9 12 3 5 4 

2 0 0 2 0 

1 0 0 1 0 

 



50,000 144,400 35,951 230,351 

県   ：河床掘削、舗装、護岸修繕 

四日市市：道路整備、道路改良、配水本管復旧 

伊賀市 ：道路拡幅、舗装、側溝整備、 

道路改良、道路改修、水路整備、 

公園整備、待避所設置 

 

三重中央開発（株） 
伊賀市予野字鉢屋
4606 他 

6,165,896 850,000 

（株）ヤマゼン 
伊賀市治田字枒ノ木
2441-1 他 

2,427,038 351,008 

（一財）三重県環境
保全事業団 

四日市市小山町西北
野 3140 番地 
（新小山処分場） 

1,672,000 646,000 

 

（３）発生抑制及び再生の推進 



（４）適正処理の推進 
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３ 資源循環に関する社会情勢の変化 



４ 事業者からのアンケート結果 

 

99％ １％ 

82％ 18％ 

73％ 27％ 

93％ ７％ 



 

 

  



５ 課税方法の検討 

 

 



 



６ 税制度の課題 

（１）再生の推進 

（２）減量の推進 

（３）再生可能エネルギーの回収 

（４）使途 



７ 税制度の見直しの方向性 

（１）再生の推進 



（２）減量の推進 

前四項に掲げる施設以外の中間処理施設

0.30 ～ 0.56 0.41 
滋賀県では処理係数0.6が設定され

ている。 

0.49 ～ 0.68 0.57 
滋賀県では処理係数0.6が設定され

ている。 

0.48 ～ 0.51 0.50 
産業廃棄物としての処理実績に乏

しい。 



0.16 ～ 0.23 0.19 
県内のメタン発酵施設は平成 30 年度

から稼働 

（３）再生可能エネルギーの回収 



（４）使途 

 

 

※２ Nm3（ノルマル立方メートル）:気体をノルマル状態と呼ばれる標準状態（０℃・１気圧）においた場合の体積の単位。 



８ 意見聴取の結果 

（１）学識者意見聴取 



（２）パブリックコメント 
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参考資料１ 

納税者（127 事業者）、排出事業者（75 事業者）、 

産業廃棄物処理業者（355 事業者）       合計 557 事業者

133 事業者（24％）

令和３年 11 月

 （１）産業廃棄物税の使途について（問１～問９） 

 （２）産業廃棄物税制度について（問 10～問 15） 

 （３）自由意見 

1

72%

2

27%

3

0%

4

1%
 

１ 積極的に進めるべきだと思う  72％ 

２ まあ進めるべきだと思う    27％ 

３ あまり進めるべきだと思わない ０％ 

４ 進めるべきだとは思わない   １％ 



1

70%

2

23%

3

4%

4

3%

1

60%

2

30%

3

8%

4

2%

1

56%2

27%

3

11%

4

6%

 

１ 積極的に進めるべきだと思う  70％ 

２ まあ進めるべきだと思う    23％ 

３ あまり進めるべきだと思わない ４％ 

４ 進めるべきだとは思わない   ３％ 

 

１ 積極的に進めるべきだと思う  60％ 

２ まあ進めるべきだと思う    30％ 

３ あまり進めるべきだと思わない ８％ 

４ 進めるべきだとは思わない   ２％ 

 

１ 積極的に進めるべきだと思う  56％ 

２ まあ進めるべきだと思う    27％ 

３ あまり進めるべきだと思わない 11％ 

４ 進めるべきだとは思わない   ６％ 



非公開を前提にご回答いただきました。 
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１ 産業廃棄物の発生抑制や再生利用、減量化を 

進めるための研究開発や設備導入        34 件 

２ 産業廃棄物を使った商品開発          17 件 

３ 産業廃棄物の抑制等を伴う水質保全に 

資する設備導入                ７件 

４ 産業廃棄物の高度なリサイクルを行うための 

研究開発、設備機器の導入※サーマルリサイクルは対象外   ７件 

１ 産業廃棄物の処理施設に対する理解を促進する 

ことを目的とした施設（環境学習施設等）や 

周辺環境の整備                14 件 

２ 廃棄物の処理に伴う大気汚染や水質汚濁等の 

環境負荷低減に資する研究開発や設備導入 

（各種法律の基準値よりも厳しい自主規制値を 

設定しクリアすることが条件）         ９件 

３ 産業廃棄物処理に伴うエネルギーの有効利用を 

行うための設備導入              15 件 

４ 産業廃棄物処理施設の省エネ化を行う設備導入  13 件 

５ 発生抑制等及び環境負荷低減に向けた 

ＩＣＴシステムの導入             ７件 

６ 再生利用に関する事業化のための実現可能性調査 10 件 



 

非公開を前提にご回答いただきました。 

・施設整備への助成として、補助金の限度額を引き上げてもらいたい。 

・発生抑制に向けた設備導入や事業者や有識者による再生利用の研究開発への支援をお願

いする。 

・再生利用できる業者を増やす仕組みを構築されたい。 

・税率を上げると不法投棄が増える可能性がある。また、産業廃棄物税を不法投棄が出来な

い仕組みづくりや不法投棄の撤去に活用してもらいたい。 

・地球温暖化対策やＳＤＧｓの資源循環に関わる目標以外の対策に拡大することよりも、足

元の不法投棄された廃棄物の撤去に産業廃棄物税を活用してはいかがか。 

・不法投棄対策として産業廃棄物税が活用されることに異論はないが、「一定の条件下」を

厳格に運用し行為者のやり得にならないような運用を望む。 

1

32%

2

41%

3

19%

4

8%

１ 新たな施設区分と処理係数の追加が必要 

だと思う                  32％ 

２ 新たな施設区分と処理係数の追加がまあ必要 

だと思う                  41％ 

３ 新たな施設区分と処理係数の追加があまり必要 

だと思わない                19％ 

４ 新たな施設区分と処理係数の追加が必要だとは 

思わない                  ８％ 



・選別施設：４件 

・油水分離施設：１件 

・乾燥施設：１件

・廃油再生施設、エマルジョン燃料化施設 

・減容固化施設、固形燃料化施設 

1

56%

2

37%

3

5%

4

2%

1

51%

2

31%

3

13%

4

5%

 

１ 課税免除の対象とすべきだと思う      56％ 

２ 課税免除の対象とすべきだとまあ思う    37％ 

３ 課税免除の対象とすべきだとあまり思わない ５％ 

４ 課税免除の対象とすべきだと思わない    ２％ 

１ 申請不要の再生施設の対象拡大は必要だと思う 51％ 

２ 申請不要の再生施設の対象拡大は 

まあ必要だと思う              31％ 

３ 申請不要の再生施設の対象拡大は 

必要だとあまり思わない           13％ 

４ 申請不要の再生施設の対象拡大は 

必要だと思わない              ５％ 



・意見なし：103 件 

・現状維持でよい：11 件 

・処理業者特別徴収方式への変更：８件 

・税の減額、軽減に関する要望：６件 

・電子メールやインターネットでの申告：２件 

・その他：３件 

・課税方法も定着してきており、継続にあたり大きな課題はないと思う。 

・目的税であるため、その用途を明確にし、運用については慎重であるべき。 

・ホームページなどで具体的な使途や活用実績を明示するなど、産業廃棄物税の周知を図っ

てもらいたい。 
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0.16 0.11 0.14 0.10 

0.33 0.29 0.31 0.30 

0.32 0.30 0.31 0.30 

0.06 0.11 0.08 0.10 

- 0.20 0.20 0.20 

- - - - 

 

 

0.03 ～ 0.20 0.15 0.10 

0.07 ～ 0.11 0.09 0.10 

0.28 ～ 0.43 0.36 0.30 

0.19 ～ 0.46 0.29 0.30 

0.11 ～ 0.25 0.19 0.20 
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○三重県産業廃棄物税の制度に関すること 
 三重県総務部 税収確保課 TEL 059-224-2128 

E-mail zeimu@pref.mie.lg.jp 
○三重県の産業廃棄物に関すること 
 三重県環境生活部廃棄物対策局 廃棄物・リサイクル課 

TEL 059-224-3310 
E-mail haikik@pref.mie.lg.jp 

 
 



産業廃棄物税制度の検証について（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 税条例の概要 （現行制度） 見直しの方向性 

１ 課税の根拠（第１条） 地方税法の規定に基づき、産業廃棄物の発生抑制、再生、減量その他適正な処

理に係る施策に要する費用に充てるため、法定外目的税として、産業廃棄物税

を課する。 

地球温暖化対策等にも資する資源循環に

向けた見直し 

２ 納税義務者（第４条） 産業廃棄物を排出する事業者（県内・県外を問わず） ― 

３ 課税対象（第４条） 産業廃棄物の中間処理施設又は最終処分場への搬入 ― 

４ 課税標準 

（第７条、第８条） 

① 最終処分場への搬入の場合：当該産業廃棄物の重量 

② 中間処理施設への搬入の場合：当該産業廃棄物の重量に一定の処理係数

（産業廃棄物の処理施設ごとの減量化を考慮した係数）を乗じて得た重量 

（参考）中間処理施設の処理係数 

施設の区分 処理係数 

一 焼却施設又は脱水施設 ０．１ 

二 乾燥施設又は中和施設 ０．３ 

三 油水分離施設 ０．２ 

四 前三項に掲げる施設以外の中間処理施設 １．０ 

③ 再生施設への搬入の場合：課税免除 

   ※再生施設：次のいずれかの中間処理施設（規則第７条） 

             ○処理業者の申出に基づき、再生率が０．９以上と認定した施設 

             ○がれき類を破砕する施設 （※）個別申請不要の再生施設 

①         ― 

② 処理係数に係る施設区分の項目の追加 
メタン発酵施設：０．２ 

炭化施設：０．４ 
 

 

 

 

 

③ 個別申請不要の対象施設の追加 
木くずの破砕施設 

発酵施設（メタン発酵施設を除く） 
 

④ 再生可能エネルギー回収施設の追加 
メタン発酵施設：107Nm3/トン以上 

（メタンガス濃度 50％濃度換算） 

５ 税率（第９条） １トンにつき1,000円 ― 

６ 免税点（第10条） 課税標準量が1,000トン ― 

７ 徴収方法 

（第11条、第12条） 

申告納付（課税期間終了から７月末まで） 
― 

８ 使途（第19条） 産業廃棄物税額から賦課徴収に要する費用を控除して得た額を産業廃棄物の発

生抑制、再生、減量その他適正な処理に係る施策に要する費用に充てる。 

地球温暖化対策等にも資する資源循環に

向けた見直し 

産業廃棄物の処理状況と成果 

〇発生抑制及び再生の推進 
排出量   排出量は社会経済情勢の影響を受け変動 
再生利用率  36.5％(H12)   ➤  42.4％(H30) 
最終処分量 922 千 t(H12)  ➤  335 千 t(H30) 
再生利用の促進、最終処分量の削減について一定効果を発揮。 
直近の５年間は、その効果を維持。 

〇適正処理の推進 

残余年数     ３年(H12)   ➤  12 年(H30) 
県内処理量 229 万 t(H16)   ➤  405 万 t(H30)  
不法投棄件数  27 件(H15)   ➤  6～13 件(H28～R2) 
管理型最終処分場の残余容量については危機的な状況を脱し、不法投

棄は減少したが後を絶たない状況。 

資源循環に関する社会情勢の 

変化 

〇資源循環に対する社会的要請

の高まり。 
・環境･経済･社会の統合的向上 
・食品ロス削減推進法施行 
・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ資源循環促進法成立 
 

〇適正処理に向けた規制強化。 
・廃棄物処理法改正 
・三重県産業廃棄物条例改正 

 
〇脱炭素化に向けた施策の重要

性の高まり。 
・地球温暖化対策推進法改正 
 地域脱炭素ロードマップ 

税制度導入前 

(H12 年頃)の課題 

〇県内企業の産業廃

棄物の排出抑制や

再生等の取組促

進。 
〇産業基盤である管

理型最終処分場の

円滑な確保。 
〇不法投棄等不適正

処理の多発 
〇施策を実施する財

源の確保 

〇循環型社会の構築に向けて、産業廃棄物の発生抑制、再生、減量その他適正な処理に係る施策の財源確保を目的とし、平成 14 年４月に三重県産業廃棄物税条例を施行。 
〇本制度については、５年ごとに制度等の検証を行っており、これまでの成果や課題、社会情勢の変化と技術の進展を踏まえ、三重県産業廃棄物税制度に係る検証結果（最終案）を取りまとめました。 
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税制度の課題 

〇資源循環に関する社会的課題への対応（第１条関係） 

 新たに資源循環の質の向上や地球温暖化対策をはじ

めとする様々な社会的課題に資する資源循環を促進。 
 
〇減量の推進（第７条関係） 

 中間処理施設のうち、技術が確立し減量化が認められ

る処理施設について、処理係数に係る施設区分の項目

を追加。 
 
〇再生の推進（第８条関係） 

 再生施設の認定において、個別に申請することなく認

める施設について対象を拡大。 
 

〇再生可能エネルギーの回収（第８条関係） 

 食品廃棄物等からメタン発酵により再生可能エネル

ギーを回収する施設は、地球温暖化対策にも資するこ

とから普及促進（焼却施設は除く）。 

使途事業 
・資源循環に係る様々な社会的課題の解決に資する取組の推進 

・環境負荷の低減等に向けた支援等事業を充実 

・地球温暖化対策等にも資する資源循環に向け使途の範囲を拡大 

税収等 

税収は４～５億円。執行額は２～３億円。基金積立額 20.0 億円。 

〇使途事業（第 19条関係） 

 循環型社会構築に向けた施策の推進。 

参考資料 


